
年齢制限を行う場合の例外事由（確認事項・記載例） 
 

求人申込書に記載された理由については、雇用対策法施行規則第1条の３第１項各号に該当するか否
かを次に掲げる要件確認事項を確認し判断するものとします。 
 
１ 雇用対策法施行規則第１条の３第１項第１号に該当する場合 
① 定年を上限年齢としていること。 
② 期間の定めのない労働契約であること。 
【事例】 
６０歳未満の方を募集（定年が６０歳） 
 

２ 雇用対策法施行規則第１条の３第１項第２号に該当する場合 
法令の規定により特定の年齢層の就業等が禁止又は制限されている業務であること。 

【事例】 
警備員として１８歳以上の方を募集（警備業法により１８歳未満の就業等が禁止） 
 

３ 雇用対策法施行規則第１条の３第１項第３号イに該当する場合 
① 期間の定めのない労働契約であること。 
② 就業経験不問の求人であること。 
③ 新規学卒者と同等の処遇とすること。 
【事例】 
３０歳未満の方を募集（経験不問・新規学卒者と同等の処遇） 
 

４ 雇用対策法施行規則第１条の３第１項第３号ロに該当する場合 
① 特定の職種に限定されていること。 
② 労働者数が相当程度少ないか否かの算定を企業単位とすること。また、人事管理制度に照らし
必要と認められるときは、一部の事業所単位とすること。（一部の事業所単位とする場合には、「○
○地域限定で募集・採用するため、○○地域内の事業所（○箇所）を単位とする。」との記載を求
める。 
③ 企業又は一部の事業所を算定単位とした中で、特定の職種において３０歳～４９歳のうちの特
定の５～１０歳幅の年齢層であって、同じ年齢幅の上下の年齢層と比較して労働者数が１/２以下
であること。 
④ 期間の定めのない労働契約であること。 
【事例】 
□□社の■■事業所の電気・通信技術者として３０～３９歳の方を○○人募集（□□社■■事業
所の電気・通信技術者は、２０～２９歳が２００人、３０～３９歳が８０人、４０～４９歳が３
００人） 
 

５ 雇用対策法施行規則第１条の３第１項第３号ハに該当する場合 
芸術又は芸能の分野であり、表現の真実性等を確保する必要があること。 

【事例】 
演劇の子役のため、△歳以下の方を募集 
 

６ 雇用対策法施行規則第１条の３第１項第３号ニ 
① ６０歳以上の募集・採用であること。 
② 特定の年齢層を対象とする国の施策を活用することを前提に募集・採用を行うこと。 
【事例】 
  ① ６０歳以上の方を募集 
  ② ４５歳以上６５歳未満の方を募集（特定就職困難者雇用開発助成金の対象者として募集） 
 
※上記に示す事項に該当する場合のみ、年齢制限の求人申込を受付致します。 
 該当しない場合には、求人申込をお受けできない場合がございます。 


